
○住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るため、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団
体等が連携し、居住支援協議会（※）を設立。住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の
提供等の支援を実施。

○ 概要

居住支援協議会の概要

（※） 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律に基づく協議会
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（１）設立状況
72協議会が設立（Ｈ30年7月2日時点）

○都道府県 （全都道府県）
○区市町 （25区市町）
・北海道本別町、鶴岡市、船橋市、千代田区、文京区、江東区、

世田谷区、杉並区、豊島区、板橋区、江戸川区、八王子市、
調布市、日野市、多摩市、川崎市、名古屋市、岐阜市、京都市、
神戸市、宝塚市、北九州市、福岡市、大牟田市、熊本市

（２）居住支援協議会による主な活動内容
・メンバー間の意見・情報交換
・要配慮者向けの民間賃貸住宅等の情報発信、紹介・斡旋
・住宅相談サービスの実施
（住宅相談会の開催、住宅相談員の配置等）
・家賃債務保証制度、安否確認サービス等の紹介
・賃貸人や要配慮者を対象とした講演会等の開催

（３）支援
居住支援協議会が行う住宅確保要配慮者に対する民間賃貸

住宅等への入居の円滑化に関する取り組みを支援
・予算：H30年度予算 重層的住宅セーフティネット構築支

援事業（6.5億円）の内数
（４）ＫＰＩ

居住支援協議会に参画する市区町村及び自ら設立する市区
町村の合計が全体（1,741 市区町村）に占める割合
40%（H29年3月末時点）⇒80％（H32年度末）



居住支援法人とは
・居住支援法人とは、住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う法人※として、都道府県が指定するもの

・都道府県は、住宅確保要配慮者の居住支援に係る新たな担い手として、指定することが可能

※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律第40条に規定する法人

● 居住支援法人の指定状況
・30道府県 102法人が指定 （H30.7.5時点）

● 居住支援法人に指定される法人
・NPO法人、一般社団法人、一般財団法人
（公益社団法人・財団法人を含む）

・社会福祉法人
・居住支援を目的とする会社 等

● 居住支援法人の行う業務
① 登録住宅の入居者への家賃債務保証
② 住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る

情報提供・相談
③ 見守りなど要配慮者への生活支援
④ ①～③に附帯する業務

都道府県知事

居住支援法人

支援

指定申請

【制度スキーム】

国

● 居住支援法人への支援措置
・居住支援法人が行う業務（上記①～④）に係る活動に対し支援（補助率10／10、補助限度額1,000万円）。
［Ｈ30年度予算］重層的住宅セーフティネット構築支援事業（６.5億円）の内数

居住支援法人制度の概要

※ 居住支援法人は必ずしも①～④のすべての業務を行わな
ければならないものではない。



居住支援法人の指定の手続

居住支援法人の指定は、都道府県知事の裁量により行うことができます。具体的には以下のような手

続きが想定されます。

支援法人になろうとする法人 都道府県 国土交通省

申請に係る事前相談対応指定の申請（法第40条）

審査（法第40条）
・支援業務の実施計画が適切
であること
・経理的・技術的基礎を有す
ること

・役員及び職員の構成が適切
であること 等

申請書及び添付書類の提出
（省令第27条）

相談（任意）
推薦書の
申出（任意）

市町村

推薦書の作成

相談対応
相談（任意）

指定（法第40条）

公示（法第41条）

監督
（法第48条～第50条）

・支援業務に関し監督上必要
な命令
・立入検査
・指定の取消し

居住支援法人としての
活動開始

債務保証業務規程の認可（法第44条）
事業計画等の認可（法第45条）
区分経理（法第46条）

通知

監督

1

3

2

推薦書の交付（任意）

４



1 申請できる法人の要件
・居住支援法人の申請をすることができるのは、ＮＰＯ法人、一般社団法人（公益社団法人を含む。）、一般
財団法人（公益財団法人を含む。）、社会福祉法人等、住宅確保要配慮者の居住の支援を行うことを目的と
する会社（株式会社等）です。

2 市町村からの推薦書

・市町村の福祉部局からの推薦書等がある場合には、都道府県知事は申請の審査をするに当たり、それら
を考慮することが可能です。

3 申請に必要な事項及び書類
・申請書に記載が必要な事項は、①名称及び住所並びに代表者の氏名、②事務所の所在地、③支援業務を
開始しようとする年月日であり、申請書に添付する書類については以下の通りとなっております。

定款及び登記事項証明書
直近の財産目録、貸借対照表
申請に係る意思決定を証する書類
支援業務の実施に関する計画
・組織及び運営に関する事項
・支援業務の概要に関する事項

役員の氏名及び略歴
現に行っている業務の概要
その他都道府県知事が必要と認める書類

居住支援法人の指定の手続

申請書に添付する書類



居住支援法人の業務

４ 指定法人の業務内容

・指定法人の業務については、法律上以下の通りとなっております。

① 登録事業者からの要請に基づき、登録住宅入居者の家賃債務の保証をすること
② 住宅確保要配慮者の賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する情報の提供、相談その他の援助を行うこと

③ 賃貸住宅に入居する住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する情報の提供、相談その他の援助
を行うこと

④ ①～③の業務に附帯する業務を行うこと

○ 支援業務については、必ずしも全ての業務を行う必要はありませんが、各支援業務を行う備えがあることは
必要となります。

① 定款に各支援業務の実施に関することが記載されていること（「要配慮者の居住の支援に係る業務」等の記載でも
可能）

② 「支援業務の概要に関する事項」を記載した書類に、実際に行う支援業務の概要のほか、必要が生じた場合には
各支援業務を行う旨が記載されていること

また、上記①②が困難な場合でも、家賃債務保証業務に関しては以下の場合も「備え」があると判断。

③ 登録家賃債務保証業者と連携を図る旨が「支援業務の概要に関する事項」を記載した書類に記載されている場合

○ 支援業務は指定を受けた都道府県の全域ではなく、一部の区域において行うことも可能であり、また、全ての
住宅確保要配慮者を対象とする必要はなく、一部の属性の住宅確保要配慮者に限った支援を行うことも可能。

【支援業務の「備え」】



居住支援法人活動支援事業の概要

目 的
住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育する者、その他住宅の確保に特

に配慮を要する者）の民間賃貸住宅（住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅等）への円滑な入居を促
進するため、居住支援法人による住宅確保要配慮者の入居円滑化の取組み等を支援する。

【事業内容】

平成30年度予算：重層的住宅セーフティネット構築支
援事業6.5億円の内数

居住支援法人活動支援事業の概要

（１）応募対象の事業
・ 入居相談（不動産店への同行やコーディネートなど民間賃貸住宅への円滑な入居支援）
・ 居住支援サービス（定期的な見守りや家賃滞納時等における生活相談などの生活支援）
・ 附帯業務（新たな住宅セーフティネット制度の周知・普及や住宅の登録促進への協力に係る取組）

（２）応募要件
・ 居住支援法人であること
・ 地方公共団体または居住支援協議会と連携していること
・ 要配慮者向けの常設の相談窓口を設置していること
・ 要配慮者の居住支援に係る意欲的な取り組みを行っていると認められること

（３）補助金の額
・ 居住支援法人の活動経費に対して単年度あたり1,000万円を限度に支援（補助率10/10）
・ 活動内容に応じて補助上限額を設定

※対面等による定期的な見守り及
び家賃滞納時等における生活相
談等に加えて家賃債務保証又は
サブリースを行う場合、居住支
援サービスの補助上限額がそれ
ぞれ100万円加算されます。

補助上限額

①入居相談 不動産店への同行又はコーディネート等  300万円

対面等による定期的な見守り及び家賃滞納時

等における生活相談等
 500万円

家賃債務保証を併せて行う場合※

（住宅確保要配慮者を対象に自ら提供）
 ＋100万円

サブリースを併せて行う場合※

（入居対象者を住宅確保要配慮者に限定して実施）  ＋100万円

活動内容

②居住支援サービス


